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要 約
1987年12月17日に発生した千葉県東方沖地震での市町村の対応に関し、市町村の防災担
当者らを対象にアンケート調査をおこなった。市町村の震度と地震後の対応について検討
した結果、震度が低く測定され住家等の被害が少なくても、組織的な対応をおこなった市
町村と、震度、被害ともに大きくても組織的対応をおこなわなかった市町村が存在した。
災害対策本部の設置、避難勧告、応急給水活動などの対応は、おおむね震度4.5以上(気
象庁震度v)で始まっており、地域防災計画等で計画化されている対応の基準とほぼ調和
した。
地震直後の被害情報の収集は多くの市町村でおこなわれたが、報道機関や県庁からが多
く、近隣住民からの情報収集が少なかった結果、被害状況の把握に長時間を要した市町村
が存在した。また住民への地震情報の伝達は、震度に関わらず沿岸部の市町村で活発にお
こなわれ、津波に対する警戒を目的としたものであった。
市町村の対応で、長時間にわたりおこなわれたのは、ガス施設の復旧作業や今回の被害
で特徴的であった、屋根瓦の被損した住家へのピニールシートなどの貸出しなどであった。
1.はじめに 多岐にわたり，調査の対象としての限定が難しい
ことや，行政の対応に関する資料が必ずしも定量
的に把握されておらず，その入手が困難なことな
どが挙げられる。
また，地域防災計画等に定められた対策におい
ても，その法的根拠に関しては明記されているも
のの，実際の対応を開始する際の被害や，震度な
災害後における人的，物的被害，あるいは生活
諸機能の復旧などの研究は，数多くなされている
が，行政機関の地震後の対応のみに着目した研究
の例はそう多くない。(たとえば岡田ほか 1986) 
その理由として，災害後の対応に携わる組織が
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どに関する科学的根拠にまで触れていない。
ところで，一般的に市町村は気象庁震度階V
以上と測候所において発表される地震に対して，
地震後の緊急対応をとるように地域防災計画等に
より定められている。しかし，実際において震度
Vで発生する地震事象は，軽散なものからかなり
の大きさまでの幅を持っており，また市町村が参
考とするべき測侯所の存在密度も市町村数に対し
てそう多くないのが現実である。
したがって，地域内に測侯所を持つ市町村で
あっても，中規模な地震が発生した場合，防災責
任者が組織的な地震後の緊急対応をとるべきかや，
その対応規模をどのように決定するかは，緊急対
応の初期の段階において重要な意志決定となる。
さらに近隣に測侯所の無い市町村では，防災責任
者は限られた情報のなかで組織的な対応の決定に
苦慮することが予想される。
また測侯所の発表震度の他に市町村の地震直後
の対応を決定する要因として， 1)テレビ等によ
る地震情報(測侯所の発表を基にした)や，体感
や周辺環境への大きさから防災担当者が直感的に
判断する地震の強さ 2 )情報収集システムに基
づく能動的に収集した被害情報や，市町村に寄せ
られる受動的なさまざまな情報 3 )市町村長や
それを支援する防災担当責任者の地域の災害履歴
に基づく経験や判断力 4 )被害情報が把握され
た段階での市町村の被害程度やそれらに対応する
ための地域防災立法や防災計画などが考えられる。
このように，地震直後の市町村の対応は様々な
要因により行なわれるが，初期における判断の重
要性，とりわけ被害の規模が容易に推測できない
程度の地震(気象庁震度 V前後)での行政機関
の対応を考察することは，今後の防災対策を進め
るうえでも必要であろう。
筆者らが一連の調査を実施した， 1987年千葉県
東方沖地震は結果的に被害は中規模であり，地震
の影響を受けた市町村の対応も多様であった。前
報の調査では，県単位で影響があったとされる千
葉県の全市町村ごとの震度をできるだけ正確に判
定(評可)をおこなった。(詳細は前報で報告済
み望月他 1988)
本報では，千葉県や市町村の地震対策の現状を
理解し，地震が地域に与えたインパクトの大きさ
(震度)に対し市町村がどのような緊急対応を
とったのかを明らかにするとともに対応の適切度
を考察した。
ところで，このような地震後の市町村の対応に
関する調査は， 1982年浦河沖地震において岡田ら
(岡田他 1986)によりおこなわれており，筆者
らがおこなった調査もこれらの方法に基づき地域
性や市町村規模を考慮に入れながら比較を試みた。
また，その結果から，首都圏でのクリテイカル
(対応を決定する意味において徴妙な規模の)地
震に対する適切な緊急対応の方法についていくつ
かの提言を行いたい。
2.調査の概要
千葉県の全市町村 (28市47町5村，合計80)を
対象にアンケート調査をおこなった。アンケート
は，地震後の応急対策と被害の概要の2部より構
成されており，各市町村の防災担当者を対象に80
部(1市町村につき 1部)配付した。 1988年9月
30日までに回答，返送を依頼した。第一部の応急
対策の調査は，千葉県地域防災計画震災編および
同風水害編(昭和63年3月修正)をもとに地震防
災計画の災害応急計画(第3章)に定められた対
応項目について質問した。また，第二部の被害の
概要は，同計画風水害編，災害確定報告(第3号
様式)の被害項目について質問した。アンケート
の回収結果は， 80部 (100%)であった。
また，アンケート調査を補う目的で，地震直後
の実際の対応に関して 4つの市町村の防災担当
者にヒヤリング調査を1988年12月5日 6日の両
日に実施した。
3.地域防災計画における県・市町村の対策
地方自治体は一般に，災害対策基本法により防
災会議を設置し，地域防災計画の立案を義務づけ
られている。また地域防災計画の中では，災害応
急対策ならびに災害復旧に関する事項別の計画が
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定められている。
千葉県の自治体においても，千葉県地域防災計
画ならびに千葉県震災対策推進要綱および各市町
村の立案する市町村地域防災計画により処理すべ
き業務が明記されている。市町村地域防災計画は，
当核市町村を包括する都道府県の防災計画に抵触
する計画の立案ができないので(災害対策基本法
第42条 第1項)多くの市町村は県の立案する地
域防災計画に準じているのが実際である。そこで，
千葉県地域防災計画 震災編(昭和62年修正)を
みると 1章総則 2章災害予防計画 3章
災害応急計画 4章災害復旧計画 という構成
になっており，災害後の市町村のとるべき対応は
2章および3章に記されている。表一 1は 3章
および4章の中での対応の項目である。また，こ
の他に市町村レベルの市町村地域防災計画には，
地域単位での避難計画や，公共団体活用計画，風
水害時の気象警報等伝達計画などがあり，より地
域性を反映した計画となっている。
今回の1987年千葉県東方沖地震では被害は中規
模でもあり，災害救助法の適用までは至らなかっ
たが，被害が県単位で発生したので，その対応も
多岐にわたっている。また，これらの項目にない
ような，損傷した屋根を覆うビニールシートの貸
出しゃ汚染した上水道施設での水質検査など予想
外の対応も必要となった。
4.県および警察の対応
4. 1 県の対応
地震発生当日の県おもな対応および，市町村の
災害対策本部の設置状況を県消防防災課のまとめ
た資料をもとに表-2に示す。他の災害の例と同
様に，行政体としての組織が大きくなると緊急対
応への立ち上がりが遅くなる傾向が今回の災害で
も見受けられた。地震発生当日は，全県的な被害
状況の把握に多くの時間を要したといえる。また，
翌日以降の県の対応を以下に整理してみる。
表-1 地域防災計画で定められた対策項目(市町村の実施項目のみ)
災害応急計画 内 勾廿ヤ 災害復旧計画 内 百甘ヤ
*災害応急活動体制 *災害対策本部 *民生安定のための緊急 *租税の減免措置
措置 *災害援護貸付及び利子
*注意配備 補給
*警戒配備
*非常配備体制 *中小企業への貸付
災害救助法の適用手続き *義援金の配付
*情報収集伝達 *通信連絡 *生活関連施設の復旧 *水道施設
*被害状況収集 *電気施設
*広報活動 電気通信施設
*救護・救援 *応急給水 *都市ガス施設
食料配布 *公共土木施設
生活必需品の配布
医療・助産
*避難勧告
*応急輸送
*道路啓関
労働力の確保
*清掃・障害物の除去
応急教育
* : 1987年千葉県東方沖地震でおこった項目
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表-2 県の対応と市町村災害対策本部(地震当日)
時刻
1 : 08 地震発生
11:10 
1 : 14 津波注意報
1 : 15
1 : 20
1 : 24
1 : 30
1 : 38
1 : 42
1 : 45
1 : 55I津波注意報の解除
12: 00 
県の対応、
津波注意報を伝達
注意配備態勢
被害状況等の調査
地震のお知らせを伝達
地震津波情報の伝達
津波注意報解除の伝達
市町村の災害対策本部設置
山武町・長生村
長柄町・長南町・市原市・成東町・大多喜町・
天津小湊町・大網白里町
松尾町・一宮町
蓮沼村・九十九里町・睦沢町
神崎町
東金市
12 : 30
12: 40 
公共機関被害状況等の調査
被害状況集計結果記者発表
13: 00 
18: 00 
22: 48 
災害対策本部連絡会議
市町村配備態勢調査
12(18 災害対策本部会議の開催
12(19 現地調査の実施
12(21 市町村にビニールシートを貸与
(備蓄分)
ク 警戒避難体制強化を市町村長に緊急通
知(土砂災害に伴い)
。 県議会開催に伴い被害，復旧状況を説
明
12(22 県知事の現地視察(長南町・東金市・
成東町)
12(23 地震対策に係る要望書受領
12(24 千葉県地震対策会議開催
。 激甚災害関係各課会議の開催
12(25 r被災者への県の融資制度についてjの
パンフレット作成，配布
イシ 土砂災害連絡会議開催
以降は，県の各部局において対応をおこなった。
4. 2 警察本部の対応
千葉県警察本部は，地震発生と同時に警備本部
(12.17 地震災害警備本部)を設置し11: 10に
栗源町
非番警察官の招集をおこなった。また 3時間以
内にヘリコプター 2機を使用して，県内の被害状
況の把握をおこなった。県内では約 780箇所の
信号機が停電のために滅灯したが，各箇所に 2名
の警察官を送って交通整理をした。この警備本部
は，地震の翌日の12月18日，正午に解散となり，
その後規模を縮少して警備課内に対策室を設置し
て事後の対応をしたが，最終的に地震に関連した
業務を終了するのは 5月の末日であった。
5.市町村の対応
地震後に市町村がとるべき対策を，地域防災計
画の中で前掲の表-1で示したが，実際に今回の
市町村のおこなった対応を，おおまかに分類する
と次のようになる。(表-3) 
第一段階では，地震発生から災害対策本部を設
置するまでの，市町村の緊急活動態勢の立ち上が
りというべき初動段階であり，災害対策本部を設
置すべきか，対応内の被害程度やその他の情報を
いかに収集伝達するかなどの判断は，その後の対
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表-3 市町村対応の分類
時 期 お も な 立す 応、
第一段階 災害対策本部を設置するまで 初動措置注意配備警戒配備情報収集住民への情報伝達
災害対策本部の設置
第二段階 応急対策の実施 避難勧告崖地の監視応急給水道路の啓開障害物の除去
応急輸送その他
第三段階 応急復旧段階 相談窓口の開設 ビニールシート貸出し利子補給義援金の
配付租税の減免措置
策を進める上で極めて重要である。次に第二段階
に入札災害対策本部を設置またはそれに準じた
活動態勢が確立されそれぞれの対応がおこなわれ
るが，この段階では当該市町村の被害概要もある
程度把握され，組織的な対応の方針も決定される。
そして第三段階で，地震後の復旧過程における
諸々の対応がおこなわれるが，時間的にも長期間
を要すると思われる。市町村によっては地震後1
年近くまで，組織的な対応の規模は縮少されるも
のの，相談窓口などを開設するなど，長期間の対
応が見受けられた。
で以下に記述する。
5. 1 第一段階での対応(災害対策本部設置まで)
(1) 初動措置
千葉県や市町村の地域防災計画には，初動措置
という項目は明記されてないが，初動措置は，地
震直後に市町村の職員が最初にやるべき対応と位
置づけできる。警察，消防など災害や犯罪など業
務自体が非日常性を有する機関では，計画等にお
いて災害時の初動措置がマニュアル化されている。
図-1は初動措置をおこなった市町村を震度との
関係でみたものである。情報収集活動，任務確認，地震後の市町村の様々な対応を，震度との関係
情報収集
•• • .J‘. . .  
任務の確認
•••• -・..・-•••• 
出火防止 . . .. .帽・... 
エレベーターの停止 -・・. . 
計画資料の確認 . .・ ・
有線電話の試験 .. ... . .・
庁舎被害の調査 ..・刷"・蜘・... 
その他の措置 -・・. • • 
3.0 4.0 5.0 
図-1 初動措置の内容
-は，市町村数
: 1市町村
• 2-3市町村
• : 4 -5市町村
• :6以上市町村
6.0 (震度)
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出火防止，庁舎被害の調査などが多くの市町村で
実施されている。特に情報収集活動に関しては，
比較的低い震度からおこなわれているが，この段
階ではテレビ・ラジオ等による情報が，大半を占
めると予想される。情報収集以外の措置に関して
は，立ち上がりの震度には差が認められない。ま
た，庁舎被害の有無によって初動措置がどのよう
に実施されたかを示したのが，表-4である。被
害の有無に関わらず 6割以上が防災担当課の指
示で初動措置が実施された。全職員一斉による対
応は全体的に低く，全職員のさらに細かい任務分
担などを決めた計画などが心要と思われる。
(2) 注意配備・警戒配備
千葉県地域災計画・風水害編の動員計画の中で，
災害対策本部設置前の職員の配置を注意配備と警
表-4 庁舎被害と初動措置の方法
防災担当課 各課の指 全職員
無回答の指示で 示により 一斉に
被害なし 30(66.6) 10(22.2) 2(4.6) 3( 6.6) 
被害あり 24(68.5) 4(11.4) 3(8.7) 4(11.4) 
A口‘ 言十 54(67.5) 14(17.5) 5(6.3) 7( 8.7) 
戒配備に分けて計画化している。これに準じて市
町村も同様の配備を計画している。注意・警戒配
備の趣旨は，“災害対策本部設置前においても，
常の気象状況，その他の災害現象に注意し，災害
が発生するおそれがあることを察知した場合，又
は災害が発生した場合は迅速に対処できるよう態
勢準備を整えておくものとする。"となっており，
市町村における配備内容と時期は，次のように
なっている。(表-5) 
表-5に示したように，被害の状況によっては
災害対策本部が設置されるまでの活動態勢の確立
と，被害情報の収集に主眼が置かれている。
図-2は注意配備と警戒配備をおこなった市町
村と震度の関係である。縦軸に配備をおこなった
市町村数を同一震度の市町村数に対する相対頻度
で示した。(以下，相対頻度は同様)注意配備を
おこなった市町村は， 11市町村(13.8%)，警戒
配備は 8市町村(5 %)であった。両方の配備を
おこなったのは 3市町村 (3.8%)であった。警
戒配備は，震度3.8より配備が始まり，注意配備
では，震度4.0以上で配備が始まる。また，震度
4.5以上になると，最初から災害対策本部を設置
する市町村が多く，注意・警戒配備をとった市町
村は比較的被害が軽備な市町村で，対策本部を設
置するに至らなかった。
(%)n.s. 図ー 3は，注意配備と警戒配備の継続時間と震
表-5 注意配備と警戒配備の基準
種 5.lU l'1e 備 内 廿~・
災害関係謀等の職員で
1) 風雨注意報
注意配備 情報連絡活動が円滑に
2) 大雨注意報
おこないうる態勢
3) 洪水注意報
の1以上が，当該市町村内に発表され市町村長が必要と認めたとき。 I
1. 1) 大雨警報
2) 暴風雨警報
上記の配備を強化し，
3) 洪水警報
警戒配備 災害対策本部の設置の
の警報の 1以上が，当該市町村内に発表され市町村長が必要と認め
場合に備える。 たとき。 I
2. 震度4程度の地震が発生し，被害状況の調査等の活動が必要と認|
められるとき。
L一一一
3 その他，小規模災害が発生し応急処置等が必要と認められるとき。J
注) 茂原市の地域防災計画を参考とした。
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度との関係を示したもので 縦軸には，職員動員
数×継続時間/全職員数で動員率を時間で表現し
た。全体的には動員率は低いが， 0.6時間以上を
示しているのは沿岸部に位置する市町村で，津波
注意報発令にともなう注意・警戒態勢である。
注意配備，警戒配備ともに災害対策本部設置ま
での準備段階，あるいは災害対策本部設置するに
至らないと判断された結果，比較的低い震度で短
時間の対応になった。
(3) 災害対策本部の設置
災害対策本部の設置は千葉県地域防災計画およ
び同県震災対策推進要綱により“大地震(震度5
以上)が勤務時間に生じた場合は(以下省略)"
という表現で災害対策本部の設置の基準を定めて
いるが，市町村においても，おおむねこの基準に
準じて市町村長に設置の権限を委ねている。無論，
正確な震度の判定がおこなえる訳ではなく，実際
には気象庁において発表される震度を参考にする
か，被害の情報を収集して市町村長や防災担当責
任者が判断せざるを得ないのが現実であろう。
表-6は，今回の地震で災害対策本部を設置し
た市町村の設置から解散までを震度ごとに示した
ものである。なお，設置したのは17市町村で全て
12月17日に設置された。
地震発生が11時08分であったから設置した市町
村のうち30分以内に88%が災害対策本部を設置し
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震度 設置時間 解散日 震度 設置時間 解散日
4.5 1 : 15 12/30 5.3 1 : 15 3/17 
4.8 1 : 30 12/17 5.3 1 : 20 12/17 I 
4.8 13 : 00 12/28 5.4 1 : 10 12/17 
5.0 1 : 15 12/19 5.4 1 : 30 12/17 
5.0 1 : 15 1/22 5.5 1 : 15 1/18 
5.0 1 : 30 12/17 5.5 1 : 20 12/17 
5.0 11:10 12/18 5.6 1 : 15 7/31 
5.1 11:10 12/17 5.6 1 : 45 5/10 
5.1 1 : 30 12/22 
表-6
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たことになる。図-4は，災害対策本部の設置と
震度の関係を相対頻度で示したものである。この
図では震度4.5から立ち上がり， 5.0を越えるとも
高くなり， 5.3以上の市町村では100%が災害対策
10 
90 
相
立す 80 
頻
70 
度 • 
(%) 60 
50 
40 .， 
30 
20 
• 10 
O 
3.0 4.0 5.0 6.0(震度)
図-4 災害対策本部の設置
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本部を設置している。また，災害対策本部を設置
した市町村は震度4.5以上(四捨五入して震度V)
であり，おおむね地域防災計画でいう震度V以上
で設置という基準に整合しているといえる。
図-5は，災害対策本部の継続日数である。震度
5.0以上で 1カ月設置していた市町村があり，最
高で翌年の7月31日まで(長南町)設置していた
町もあった。
(4) 非常配備態勢
非常配備態勢は，災害対策本部が設置された場
合の市町村職員の配備態勢であり，被害の規模な
どにより，地域防災計画に定められている。
非常配備態勢は，上記のとおり非常第一配備か
ら第三配備まで，その災害の規模に応じて段階的
に配備を増強するようになっている。配備の基準
から察すると，おもに風水害を対象とした動員計
画のように思われるが，地震災害においても災害
対策本部が設置された際には，これらの配備を行
うように計画化されている。
1987年千葉県東方沖地震においては，非常配備
態勢をとったのは合計で10市町村で，このうち第
一配備のみをとったのは 6市町村，第一配備およ
び第二配備の両方をとったのは 3市町村，第三配
備のみは 1市町村であった。(廷べ 第一配備8，
第二配備3，第三配備1市町村)
• 
• 
• 
• • 
3.0 4.0 5.0 6.0 (震度)
図ー5 災害対策本部の継続日数
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表-7 非常配備態勢の基準
種 類 西日 備 内 “廿そ・ 自己 備 時 期
水防，救助活動，情報連絡 概ね12時間後に災害が発生する恐れのある場合，局地災害
非常第一配備
活動等が円滑におこない得る が発生した場合，その他本部長が必要と認め指令を発したと
態勢 き。
(所属人員の1/3)
非常配備態勢を強化し各部 事態が切迫し数市町村の地域について災害が発生すると予
非常第二配備 の所属人員を以て対処する。 想、される場合，または本部長が必要と認め指令を発したとき。
(所属人員の2/3)
非常第三配備
本部の全員を以て対処する 災害が拡大し非常第二配備態勢では対処できない場合また
態勢 は本部長が必要と認め指令を発した場合。
図-6は非常配備態勢と震度の関係を示したが，
図-4の災害対策本部設置と同様に震度4.5から
立ち上がり始めている。配備を行なった市町村が
全体に少ないが震度5.0を越えると配備をおこな
う市町村が増える傾向にある。
表-8は災害対策本部の設置・末設置と配備を
とった市町村数の関係を示したが，災害対策本部
を設置した市町村のうち10市町村 (58.9%)が非
常配備態勢をとらずに対応したことがわかる。こ
れは地震発生が平日の午前11時8分で勤務時間と
いうこともあり，休日や夜間における職員の非常
招集という意味での動員とは異なり，通常の業務
から地震後の対応へと移行していったためである。
また，対策本部を設置しなくて配備態勢をとっ
た市町村もあり(3市町村)，こうした対応は，
市町村長および防災担当責任者の判断によるころ
が大きいと思われる。
図一 7は配備態勢の動員率と震度の関係である。
が，言うまでもなく第二，第三配備態勢となると
動員率も増加していくが，図-5で示したように
ガスや水道の復旧に時間を要して災害対策本部を
長時間設置した市町村の動員率は，同一震度でも
被害が少なかった市町村に比べると動員率の差が
顕著に表れている。
(5) 情報の収集
地震直後に市町村はどこから情報収集をおこ
なったかを示したのが，表-9である。報道機関
(テレビ，ラジオ等)および県庁からが多く，こ
れは能動的に集めた情報というより，むしろ受動
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表 8 災害対策本部設置と非常配備態勢の関係
(市町村数)
災害対策 配備あ り 配備
本部の設 市町村数
置の有無 第一配備 第二配備 第三配備 な し
壬li瓦L 置 17 3(17.6) 3(17.6) l( 5.9) 10(58.9) 
未設置 63 3( 4.8)10 O 60(95.2) 
ノゴ、三 体 80 6( 7.5) 3( 3.8) l( 1.2) 70(87.5) 
一一一一一--"-ー~
(% ) 
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図-7 職員動員率
的に集まってきた情報と言える。これらの情報は，
県単位あるいは広い範囲に渡つての全体的な情報
であり，市町村が集めるべき地域内の情報入手先
は地元の警察，消防，近隣住民などであるが，収
集したと回答した市町村は意外に少なかった。
有線電話
防災無線
職員派遣
消防団員派遣
その他
表-9 地震直後の情報収集先(複数回答)
収集した 収集しない ぷ口'- 計
県 庁 5 (68.8) 25 (31.2) 80 (100) 
支 庁 17 (21.3) 63 (78.7) 80 (100) 
警 察 15 (18.8) 65 (81.2) 80 (100) 
I背 防 22 (27.5) 58 (72.5) 80 (100) 
近隣住民 31 (38.8) 49 (61.2) 80 (100) 
報道機関 59 (73.8) 21 (26.2) 80 (100) 
その他 7 ( 8.8) 73 (91.2) 80 (100) 
n.s. (%) 
次に情報収集の手段であるが，図-8は何に
よって情報収集したのかを震度との関係で示した。
防災無線を使って収集した市町村が多いのは，表
-9で示したとおり，県庁からの情報収集をおこ
なった市町村は少なく，震度4.5前後からやや増
加する傾向にある。
また地震発生後，県庁より各市町村に対し被害
状況の報告要請があり，各市町村は防災無線によ
り支庁に報告をおこなった。千葉県の場合，災害
-・・・・..・・
-・・・-・.... . 
.は，市町村数
・: 1市町村... .・..・・・
• 
• 2 -3市町村
•• ••• ••• 
• : 4 -5市町村
3.0 4.0 
• ••• • •••• 
5.0 
• • : 6以上市町村
6.0 (震度)
図-8 情報収集の方法
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なっている。
表-10は，震度別*)に情報伝達の方法を示し
たものである。( )内は，同一震度の情報伝達
をした市町村に対する相対頻度を表している。全
体では防災無線を使用して伝達した市町村が多く，
次いで広報車，職員の派遣の)1員となっている。震
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情報伝達の方法(複数回答)
震度 無防災線行政 広報車 職派員遣の その他
3.9未満 1(100.0) 1(100.0) 
3.9-4.1 4( 33.3) 3( 25.0) l( 8.3) 2(16.7) 
4.2-4.4 7( 41.2) 5( 29.4) 2(11.8) l( 5.9) 
4.5-4.8 12( 52.2) 4( 17.4) l( 4.3) 6(27.3) 
4.9-5.1 4( 30.8) 3( 23.1) 3(23.1) 6(46.2) 
5.2-5.4 3( 60.0) 2( 40.0) 2(40.0) 1(20.0) I 
5.5以上 1( 25.0) 2( 50.0) 1(25.0) 2(50.0)1 
ノゴ、二 体 32( 42.7) 20( 26.7) 10(13.3) 18(24.3) 
表 10
時の情報伝達は県庁から，各市町村へ一斉指令が
わたり，これを受けて各市町村が管轄する支庁へ
被害を報告し，支庁が県庁にとりまとめた情報を
送るというシステムになっている。この市町村か
ら支庁への伝達に使われる防災無線は， 10市町村
に1回線の割合である。
図-9は，支庁への被害状況報告の第一報がい
つ頃おこなわれたかを時間推移で表したもので，
地震発生後，約1時間30分で50%の市町村が報告
しており 6時間経過した午後5時までに90%近
くの市町村が報告を終えている。しかし，全市町
村の報告が終了するのは22時間を経過した翌日18
日の午前9時で，これらの市町村は防災無線のシ
ステムもさることながら，被害状況の把握に苦慮
したことがうかがえる。
(6) 住民への情報伝達
地震後に地域住民へ，何らかの情報を伝達した
と回答のあったのは， 57市町村 (72%)であった。
図-10は，伝達をおこなった市町村と震度との関
係をみたものであり，震度に関わらず同一震度内
の50%以上の市町村が住民へのa情報伝達をおこ
)は同一震度に対する相対頻度n.s
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6.0 (震度)
した内容も分散している。震度Vを越えると出火
防止や被害報告の要請をおこなうなどの頻度が高
くなるが，伝達方法が防災無線になるものが多い
ので，画一的な情報の内容が多かったと思われる。
*) 3.9-4.1=震度町，4.2-4.4=震度町の強，
4.5-4.8=震度Vの弱， 4.9-5.1 =震度V，
5.2-5.4=震度Vの強， 5.5以上=震度刊の弱，
と規定した。
5. 2 第二段階の対応(応急対策まで)
(1) 避難勧告
崖くずれの危険による住民の避難は 6市町で
(市原市，東金市，成東町，松尾町，長南町，夷
隅町)， 47世帯167人が避難をおこなった。 12月29
日， 30日に一部の世帯 (11世帯31人東金市，松
尾町，長南町)を残して避難勧告は解除されたが，
2月25日の時点で8世帯28人が避難中であった。
図一10 住民への情報伝達
(県消防災課調べ)図ー11は，これらの避難勧告
をおこなった市町村を震度との関係で示した図で
ある。震度5.0より勧告をおこなった市町村が出
はじめ，震度5.0を越えると半数以上が避難勧告
をおこなっているが，今回の避難勧告は崖くずれ
に伴う付近の住民が対象であり，市町村の位置す
る地形や地盤の条件によりかなり規定されるもの
と考えられる。
度Vを越えると，やや広報車ゃ職員を派遣して伝
達する市町村が頻度として増えるが，件数として
は少ない。
また，どんな情報を市町村は住民に伝達したの
かを表-11に示した。震度V未満では，比較的伝達
表-11 情報伝達の内容(複数回答)
震 度 出火防止 i章 波 被害報告
地震の
停電情報 その他
注意報 の要請 規 模
3.9未満 1(100) 
3.9-4.1 2(25.0) 6(75.0) 2(25.0) 5(62.5) 3(37.5) 1(12.5) 
4.2-4.4 5( 41. 7) 6(50.0) 4(33.3) 3(25.0) 1( 8.3) 2(16.7) 
4.5-4.8 10(47.6) 7(33.3) 10(47.6) 4(19.0) 2( 9.5) 3(14.3) 
4.9-5.1 5(45.5) 4(36.4) 6(54.5) 6(54.6) 1( 9.1) 2(18.2) 
5.2-5.4 3(60.0) 2(40.0) 1(20.0) 1(20.0) 
5.5以上 2(50.0) l( 25.0) 3(75.0) 1(25.0) 1(25.0) 
丘介二、 体 27(43.5) 27(43.5) 26(41. 9) 19(30.6) 7(11.3) 10(16.1) 
注( )は同一震度に対する相対頻度 ll.S
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図-12に崖くずれに伴う市町村の措置と震度の る。被害そのものは大きくなく，死者を出すよう
関係を示した。図-11では，避難勧告は震度5.0 な斜面の崩壊は発生しなかったので，落土の排除
からおこなわれたが，崖地への二次災害防止のた や安全棚の設置，シート張りなどの被害の拡大防
めの措置は震度4.0前後よりおこなわれ始めてい 止のための対策が主にとられた。
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図-13，14は崖地への措置をおこなった消防団
員と職員の廷べ人数と震度の関係を示したもので
ある。特に，震度5.0を越える市町村での消防団
員による対応が，震度5.0以下の市町村と比較し
て突出して増加している。実際にこのような市町
村は，人口や行政体としての規模において決して
大きな市町村ではないので，職員数も少なく，地
域の消防団員に対応を依存せざるを得ない。今回
の災害後の対応では，長時間に及ぶ崖地や避難し
て留守宅となった家への監視など，改めて消防団
員の重要性が認識された所以である。
(2) 応急給水活動
水道施設に被害があり，あるいは水源からの取
水制限による断水の影響を受けた市町村は， 25市
町村で最大供給停止戸数は49，752戸に及んだ。被
害率と震度の関係は前報で示したが，供給停止戸
数の多かった市町村では，給水車等による応急給
水活動が実施された。給水活動をおこなったのは
12市町村で，震度との関係を示したのが図-15で
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図一12 崖地への措置
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ある。震度4.5以上から実施されており震度5.0前
後から頻度が高くなる。水道被害率100%の10市
町村のうち 9市町村が給水活動をおこなったが，
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図一15 応急給水活動
これらの市町村はすべて水源の河川の汚染(重油
流出による)のための取水制限を実施した市町村
である。また，被害率は12.6%ではあるが，供給
停止戸数の多い市原市(最大停止戸数1686戸)な
どのように人口の多い地域では，世帯に与える影
響の大きさから推測して給水活動が実施されたも
のと思われる。
図-16は，給水活動をおこなった市町村職員の
動員率を震度との関係でみたものであるが，市町
村の持つ給水能力に限界があるので震度との相関
だけで動員率に差はあまり見られないと思われる。
(3) その他の対応
市町村がおこなった，その他の対応についてま
とめたのが，図-17である。今回の地震では道路
の被害が1，832箇所と被害件数の中では多かった
ので，それに伴う応急修理や障害物の除去作業が
おこなわれた。また，ガス施設の被害により供給
停止となった市町村では復旧作業としてガス導管
の点険作業などがおこなわれた。
図-18は，今回の対応で多かった，道路修理・
障害物の除去およびガス復旧作業の職員動員率を
表したものである。道路・障害物の除去は，震度
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日
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図-19 ガス復旧作業の延べ日数
5.0以下でもおこなわれているが動員率では低く，
一方，ガスの復旧作業は震度5.0以上の市町村で
動員率も高くなっている o (図-19)
その他の対応をおこなった市町村数は，道路の
応急修理 29市町村 (36.3%)，障害物の除去作業
16市町村 (20%)，下水道施設の点険 8市町村
(10% )，ガス施設の点険 6市町村 (7.5%)，応
急輸送 8市町村 (10%)，水道険査および電気施
設の点険 2対応 (2.5%)，危険物調査およびそ
の他 3市町村 (3.8%)であった。
(4) 他の機関への応援
他の市町村などへ応援のため職員を派遣したの
は 6市町村 (7.5%)と少なかった。派遣先は
市町村の共同事業体である広域水道企業団や，ガ
ス復旧や給水活動のために長南町，東金市，成東
町などであった。図-20に応援をおこなった市町
村と震度との関係を示すが，震度に関らず派遣さ
れているのがわかる。これは，比較的震度が高く
ても被害の少なかった市町村であり，必ずしも派
遣先の近隣の市町村ではなく，今回の調査で期間，
派遣人数とも最高であったのは，習志野市
(12/18-12/29まで廷べ人数182名)で，派遣先
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図-20 他の機関への応援
は，長南町，成東町であった。
5. 3 第三段階の対応(応急復旧対策まで)
(1) 相談窓口の設置
地震後の復旧段階になり，市町村は住民からの
擢災証明書(税の控除，保険の申請などに必要)
の発行や，ビニールシートの貸出しなどの受付窓
口を開設して対応にあたった。図-21に示すよう
に震度4.0以上の市町村から相談窓口が開設され
始め，震度5.0以上では50%以上の市町村におい
て窓口が開設された。相談窓口を設置した市町村
は， 32市町村 (40%)であり， 70%以上の市町村
が，地震発生から60日以上の期間にわたり，窓口
を開設しており， 300日を越える市町村も 4市町
村(14.8%)存在した。また屋根瓦の修理業者の
斡旋，申し込み等もこの窓口でおこなわれた。
(2) ビニールシートの貸出し
1987年千葉県東方沖地震では，屋根瓦の損傷に
よる住家の一部損壊が特徴的であったが，この被
害に対応するため，市町村では瓦の修復が終了す
るまで各世帯にビニールシートの貸し出しをおこ
なった。
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図-21 相談窓口の開設
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図 22 ビニールシートの貸出し
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図-23 利子補給
貸し出しをおこなったのは 47市町村
(58.8% )で，これらの多くは，県の備蓄分およ
び新規購入分の中で，各市町村に貸与されたもの
である。図-22は，貸し出しをおこなった市町村
を震度との関係で表したものである。住家被害が，
震度3.8前後より発生し始めている(望月他1988)
のと同様に比較的低い震度より対応がおこなわれ
ているが，震度4.5を越えると対応の頻度も70%
以上となる。貸出の期間は，屋根瓦の修理が終了
するまでの期間で，実際には l年以上経過した現
在でも， 100%修復が完了していない市町村もあ
り，相談窓口の開設と同様に，市町村の様々な対
応の中でも，最も長期にわたった対応の一つであ
ると言える。
(3) 利子補給
地震後の復旧のために地元金融機関が，被災者
に対する緊急融資(融資限度額500万円，融資利
率年5.7%など，各機関ほほ同一条件)を決定
したのを受けて，各市町村は末端 3%の利子補給
をおこなった。 43市町村 (53.7%)が，利子補給
をおこない，これを震度との関係でみたのが図-
23である。震度5.0を越えると100%の市町村で利
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子補給がおこなわれているのがわかる。利子補給
の適用件数は，本調査時点で4，939件(1市町村
あたりの平均114.9件)，被害があった戸数(全壊
+半壊+一部損壊数)の6.92%であった。
(4) 義援金の配付
被災者に対する，様々な機関や人々から寄せら
れた，義援金を配付した市町村と震度の関係を図
-24に示す。震度4.5よりおこなわれているが，
震度の高かった地域でも50%程度で，全体で義援
金の配付をおこなったのは 7市町村 (8.8%) 
で1，412世帯であった。配付の金額は 3千円-5
千円程度で，配付時期は年内が多く 3月末まで
には配付を終了している。
(5) 租税の減免
市町村がおこなった，租税の減免措置の市町村
税および固定資産税の減免に関し，震度との関係
をみたのが図-25である。市町村税の減免の決定
は， 10市町村(12.5%)，固定資産税の減免は，
13市町村(16.3%)でなされたが，実際に適用さ
れたのは，今回の調査では市町村税が4市町村，
固定資産税5市町村であった。適用件数では，市
町村税70件，固定資産税1，457件であった。
また，今回の市町村に対するアンケート調査で
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質問した項目の中で，地震が市町村の税政にどの 80 
対
程度影響を与えたかを，次の項目により考察して
みる。
[A:減免総額
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C:固定資産税減免総額
A+B+C/歳入総額=財政負担率
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(財政負担率1%をこえる市町村のみ)のように
なり震度4.5以下の市町村では，財政への影響は
ごく少なかったことがわかる。しかし，震度5.0
を越えても，負担率として低い市町村も存在し，
財政や人口を含む市町村規模や，被害の内容など
を勘案しないと単純に震度だけとの比較は難しい
といえる。
図-25 市町村税と閲定資産税の減免
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6.対応に関する考察
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6. 1 震度と被害による対応の分類
6.0(震度)
これまで1987年千葉県東方沖地震における被害
や市町村の対応の立ち上がりを，震度との関係で
それぞ、れに検討してきた。次に今回の調査の目的
の一つである，市町村が対応を次定するのに判断
が困難な中規模な地震の際に，その判断がどのよ
うな過程でおこなわれたのかを，いくつかの市町
村の例をもとに検討したい。
一般に市町村において災害に関する業務は，総
務課の中の消防防災課などが中心となっておこな
われるが，被害の規模によっては担当課の職員だ
けで対応するには限界があり，他の職員を含めた
組織的な対応が必要となることは言うまでもない。
地震後の市町村の対応を決定する要因を，アン
ケート調査で把握できる震度と被害に限定し，組
織的対応の有無を示したのが表-12である。
この表では，市町村の組織的な対応を地域防災
計画によるところの， i)災害対策本部の設置
i)注意配備，警戒配備 ii )非常配備態勢と規
定して，これらのうち 1つでもおこなった市町村
表-12 千葉県市町村の対応の実態
グループ 震震度度<>5.0 被被害害あなりし.O 対対応あり.O 応、なし 市町(%村)数
A O O O 39(48.8) 
B O O 
• 
l3(16.2) 
C O 
• 
O l( 1.2) 
D O • • 
2( 2.5) 
E 
• 
O O l( 2.5) 
F 
• 
O 
• 
3( 3.8) 
G 
• • O 7( 8.8) I H • • • 
14(17.5) 
を対応ありとしたO また，被害に関しては，特徴
的であった住家の震害率を 5%以上を何らかの被
害があった市町村とした。(震害率平均=4.95%，
標準偏差=7.49であり分類のために，便宣的に
5%とした。)また震度の分類に関しては，アン
ケート震度の4.5-4.8を震度Vの弱， 4.9-5.1を
震度V，5.2-5.4を震度Vの強， 5.5以上を震度
百の弱と分類して，震度4.5以上すなわち気象庁
震度階でいう震度V以上と，それ以下の市町村の
分類をおこなった。震度Vを境に分類した理由は，
県の地域災計画による組織的対応の立ち上がり震
度が一応，震度V以上となっているためである。
その結果，千葉県の80の市町村の対応は，震度，
被害，組織的対応との関係において， A-Hまで
の8つのグループに分類された。 8つを簡単に分
類すると，
( A) 震度Vより小，被害がなしで，対応なし
(B) ク ク， ク ク，対応あり
(C) ク ク ，被害がありで，対応なし
(D) ク ク， ク ク，対応あり
( E )震度Vより大，被害がなしで，対応なし
(F) ク ク， ク ク，対応あり
(G) ク ク ，被害がありで，対応なし
(H) ク ク~ ~対応あり
のようになる
これらの市町村の対応の違いは，どのような要
因によるのかを検討するために，最初に震度と被
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害の有無が，同じ条件の場合の対応の相違を，震
度と被害率の平均値をAから Hまでのグループ間
で比較してみたのが，表-13である。[AJ と
[BJの対応の相違は， [B Jの方が震度，被害
ともにやや大きく，地震が市町村に与えたインパ
クトと，それに対する対応の差が両者に表れてい
る。
[CJと [DJおよび [EJと[F Jの相違は，
震度に関しては差がなく，被害の大きさだけが対
応を規定したと思われる。ただし [DJ，[EJ， 
(FJについては，該当する市町村数が少ないた
め，震度が高くなっても震害率が低くなるという
結果となったが，同程度の震度範囲内での対応に
ついては，被害の大きさが対応の相違を説明して
いる。また (GJと (HJに関しても，やはり震
度，被害の大きさが，対応の相違となって表れて
いる。
全体として見ると， [AJの震度が低く被害も
少なかった結果，組織的対応はおこなわなかった
市町村のグループと， [H Jの震度が高く被害も
少なかった結果，組織的対応をおこなったグルー
プが多い。 (AとHで66.3%) 
[ AJと [HJは，震度と被害という市町村に
あたえたインパクトの両方を，比較的正しく評可
した結果の対応といえる。また， [D Jは被害を，
[FJは震度をそれぞれ正しく，市町村の災責任
者が判断した結果の対応であったと思われる。
このように，震度や被害の規模が類似していた
市町村間の対応、については，地域の受けたインパ
クトの大きさで説明できるが，反面，震度や被害
に関わらず，対応の相違も存在しており，その他
の要因によって，対応、が決定されたことを推測さ
せる。
たとえば，震度V以下で被害も少なくても，組
織的対応をおこなった市町村 [BJが(13市町村
16.2% )存在し，また一方では，震度Vより高く，
被害もあったにも関わらず，組織的対応のなかっ
た市町村 [GJ (7市町村8.8%)も存在した。組
織的対応をおこなった市町村のなかには，震度や，
住家の震害率が低くても，断水による給水活動を
おこなった市町村もあり地震被害を考える場合，
住家被害だけで対応を決められない難しさがここ
にある。
また震度を高く感じても，市町村長や防災担当
者の判断により(多くは，庁舎周辺の状況から判
断された)組織的対応をおこなわなかった市町村
も存在した。このような点は，行政機関を対象に
したアンケート調査では，容易にわからないので
担当者らとの面接調査の必要があった。
以下に聞き取り調査の例から，市町村の対応を
決定する過程について考察したい。
一般に市町村において，対応を決定する際には，
当該地域内の被害状況の把握が先ずおこなわれる
であろう。今回の地震では，地域内の被害状況を
把握する方法として有線電話が多く使われた。し
かし地震後，一般加入電話は50%以上の市町村で
何らかの疎通状況の低下が認められた。(広井
1988) 
消防機関や警察などから，地域の被害状況を得
るための手段でも，有線電話が使われた市町村で
は電話の幅そうになって，混乱が生じた地域も
あった。また市町村役場にも，地域住民からの問
い合わせ等で，電話が使えなくなる市町村もあっ
た。
災害対策本部を設置した市町村では，全職員が
本部員となり地域の被害状況の把握に努めたが，
表-13 グループ聞の平均値の比較
A B C D E F G H 全体
震度 4.27 4.46 4.70 4.70 5.10 5.00 5.07 5.29 4.95 
震害率 0.47 0.89 8.53 13.10 3.40 4.14 10.54 17.25 4.62 
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図 27 組織的対応の地域分布と等震度線図
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本部設置をおこなわなかった市町村では，総務課
などの防災担当職員(多くの市町村では総務課な
どの職員が防災業務を兼務している。)がこれに
あたった。被害件数が多くても，災害対策本部を
設置しなかった市町村では，総務課職員だけで対
応し，その後の復旧活動に円滑さを欠いた市町村
も存在した。
情報収集の開始や，集まった情報の取りまとめ
等は，主として総務課長などの防災担当課長がお
こなった。
このような被害情報の収集は，各市町村では地
域防災計画で定めているが，具体的にどの部・
課・係の職員が，どこから，どんな手段で情報を
収集するかまでの，細かい計画などをマニュアル
化しているところは少ない。多くの市町村では，
集まった被害情報をもとに，担当課長や助役等を
含めた会議の場で，災害対策本部設置か，否かを
判断した。
また今回の被害で顕著であった，住家の一部損
壊数の把握に際しては，各地域の地区長(町会長
などに準じる)によって地区内の被害状況がまと
められた。
被害概要の把握は，消防機関や警察に頼らざる
を得なく，これらの機関との連絡は有線電話によ
全体的には，おおむね震度4.5以上の地域におい
て組織的対応がおこなわれている。
また沿岸部においては低い震度であっても，組
織的対応がおこなわれた地域もあり，当然津波に
対する警戒のための対応であった。このような対
応は， 1982年浦河沖地震でも見受けられ，北海道
東方沖地震 (1969)，根室沖地震(1973)，十勝沖
地震(1968)など，太平洋側の海溝沿いに発生し
た地震による教訓が生かされたと言える(北海道
総務部 1982)0 1982年浦河沖地震に関しては，
岡田ら(岡田他 1986)により，地震後の対応に
関する調査おこなわれており，災害対策本部の設
置と震度の関係を今回の1987年千葉県東方沖地震
と比較してみる。
浦河沖地震においては，震度4.0を越えると災
害対策本部の設置が増え，千葉県東方沖地震では
震度4.5以上で増加している。二つの地震を比較
すると千葉県全市町村 (80)の平均震度は4.62，
浦河沖地震の平均震度は4.31であり，被害も千葉
県東方沖地震(全壊10，半壊93，一部被損
63，692)に対し，浦河沖地震(全壊13，半壊28，
10 企=千葉
90 口=浦河
りおこなわれていたので，市町村役場が把握する 相
までにかなりの時間を要することは否めない。
このように市町村が，組織的対応をおこなう際
に，集めるべき情報(能動的に)と集まってきた
情報(住民からの問い合わせ等の受動的な)に関
して，それぞれの対策を検討する必要があると思
われる。また，早期の被害概要の把握や，組織的
対応の決定が，その後の復旧段階まで影響を与え
ると言える。
6. 2 応急対応と地域分布
図-27は地震後の組織的対応(注意配備，警戒
配備，災害対策本部，非常第ーから第三配備)の
何れかをおこなった市町村と震度とを等震度線と
の関係で表した図である。
今回の地震で高震度を記録した，九十九里平野
南部の台地との境界付近では，ほぽ全域において，
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図-28 災害対策本部の設置
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一部被損675)と，同様に中規模な地震ながら，
地域に与えたインパクトの大きさは千葉県東方沖
地震の方が大きかったと言える。
しかしながら，震度や被害のみで市町村の対応
が決定されないことは前述のとおりで，地域の災
害履歴や防災責任者等の判断など，他の要因も考
慮に入れる必要がある。
7.まとめ
1987年千葉県東方沖地震を通して，震度と地震
後の対応に関する調査をおこなってきた結果，以
下のようにまとめられる。
(1) 注意配備や警戒配備などの災害対策本部の設
置や避難勧告，応急給水活動などは地震4.5以
上でおこなわれ，震度5.0を越えると，頻度が
高くなる傾向があった。
(2) 地震直後の市町村職員の配備は，震度4.0を
越えると実施する市町村が増え始め，動員率に
関しては，津波に対する配備をおこなった沿岸
部の市町村での動員が高かった。
(3) 被害に関する情報収集は，県庁などの関係機
聞から防災行政無線や有線電話を使って収集し
た市町村が多く，近隣住民や消防固などから情
報を収集した市町村は少なかった。今後，地震
直後の職員の派遣や情報の収集先などを計画化
する必要があると感じられた。
(4) 今回の地震のように市町村が対応を決定する
のに，苦慮するような中規模な地震の際には防
災責任者などの判断によるところが極めて大き
い。したがって，事前に判断を支援するような
システムの構築が今後の地震対策に必要である。
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ON MUNICIPALITY RESPONSE TO SEISMIC INTENSTIES AND DAMAGES 
-INVESTIGATION ON THE 1987 CHIBAKEN TOHOαG EARTHQUAKE-
Toshio Mochizuki*， Nobuyuki Ehara** and Yukihisa Taniuchi*** 
* Center for Urban Studies， Tokyo Metoropolitan University 
* * Tokyo Fire Depertment 
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Comtrehensive Urban Studies， No.37， 1989， pp. 169-191 
Generally， disaster preperedness plans of municipality are supposed to that operate emergency countermesures in 
a case of earthquake with a seismic intenc町 V OJMA=5， MSK ;7+-9一)announced by neゆ bori時 observatory
However， the intensity of V has wide range from sligtly to rather severe damages. In addition， distributions of 
ovserbatory are not sufficient as compared with number of municipality which has not observatory in the jurisdiction， 
the person in charge of disaster prevention is apt to confuse to judge the seismic intensity of his region. Even if such 
the municipality which has observatory， there is difficult problem how he performs emergency operations and/or de-
cides the extent of them. 
The 1987 CHIBAKEN TOHO-OKI Earthquake subjected moderate damage as result， and so post-earthquake coun-
termesures of municipalities where implemented var削 sly.The object of this study ; 1) estimati時 theproper seismic 
in此t舵E悶
in凶t旬en附悶s幻叫i比t悶 at th恥M陀悶el汀rsites in Chiba prefecture ; 3) proporsi 昭 how to make the decision of optimum emergency counterm 
esures for such a critical earthquake in future 
The results of this investigation can be summarized as follows. 
1) The relationship among the seismic intensities and various damages in each mun山 I叩p抑a討凶li町 as fおollows:Cas 闘 l比t児
and damage of houses occured in some muni比Cl中pa叫li此tiたeswhere were estimat白edt出heintensity above 4.2， At the inten-
sities above 5，0， the number of municipalities in which occured the damage of human， dwelling houses，public faci-
lities (including life-line systems) and so on. increased remarkably. 
2) Setting up the disaster countermeasure headquarters which is the 1st step of emergency operations by municipal-
ity goverment were begun at the intensities above 4，5‘moreover， itbecame remarkably at above 4，8. But， there 
were some municipalities which did not set up the headquarters， nevertheless their seismic intensities were esti 
mated more than 5，0， 
3) Municipal response， such as the orders for evacuation to the res池山 forpreve山昭 tocasualties due to land-
slides， were recognized at the intensity above 4.5. and the response， such as temporary water supply and rending 
many waterproof shirts to dwelling houses which damaged to their roofs， impremented in the areas of above 4.2， 
moreover， aforementioned operations incresed remarkably above 4.5. 
4) Various kind 
